
株式に関する各種お手続きについて
　住所変更、単元未満株式の買取・買増等の各種お手続きは、株主様の口
座のある証券会社等にお問い合わせ下さい。なお、証券会社等に口座がな
いため特別口座を開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関であ
る三井住友信託銀行株式会社にお問い合わせ下さい。
　また、未払配当金の支払いにつきましては、株主名簿管理人である三井
住友信託銀行株式会社にお問い合わせ下さい。

配当金計算書について
　配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の
規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、そ
の添付資料としてご使用いただくことができます。
※確定申告をなされる株主様は、大切に保管下さい。
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単 元 株 式 数
株 主 名 簿 管 理 人

郵 便 物 送 付 先

（ 電 話 照 会 先 ）

４月１日から翌年３月31日まで
毎年６月に開催
定時株主総会の議決権	 ３月31日
期　末　配　当　金	 ３月31日
中　間　配　当　金	 ９月30日
電子公告
※		事故その他やむを得ない事由によって電子公
告できない場合は、日本経済新聞
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三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
0120-782-031（フリーダイヤル）
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Top Message 株主の皆さまへ

わたしたちは、世界市場全体を見渡す広い視野を持ち、

地球と共に生きる企業として、常に地球環境に

視点をおいた経営理念の基に事業展開をいたします。

そしてさらなる変革をとげるため、

豊かな創造力を発揮し、

新たな世紀にふさわしい会社作りを

目指してまいります。

コーティング
事業

建築用塗料
事業

電子材料
事業

高感度なコーティング材の創出を志向し、
地球と共に生きる。

Future Together

合成樹脂
事業

機能材料
事業

化成品
事業

インドネシア、マレーシア、ベトナムといった東南アジア
諸国における供給拠点の整備を完了いたしました。インド
におきましても、現地法人において生産設備を整備し、本
年より現地生産を開始する予定です。今後も高品質な製品
の生産・供給体制の整備に努め、ネットワークを活用した
収益の確保に取り組んでまいります。
　当社といたしましては、技術開発に引き続き注力し、新
製品の開発、新規顧客・新市場の開拓に努め、収益基盤の
確立に向けて取り組んでまいります。
　株主の皆さまにおかれましては、今後ともなお一層のご
支援、ご指導を賜りますようお願い申しあげます。

　平成27年6月

　株主の皆さまには格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげ
ます。
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府による経
済対策や金融緩和政策などを背景に、企業の収益環境や雇
用情勢に改善が見られ、設備投資が増加に転じるなど、緩
やかな回復基調で推移いたしました。一方、昨年4月に実
施された消費増税や円安による物価上昇の影響によって個
人消費が低迷するなど、先行き不透明な状況で推移いたし
ました。
　当社グループの関連する業界におきましては、自動車産
業においては、国内では、昨年4月の消費税率引き上げ前
の駆け込み需要の反動などから新車登録台数は前年度を下
回りました。海外においては、景気の回復や低金利ローン
などを背景に北米における自動車販売が好調に推移いたし
ました。住宅産業につきましては、消費増税前の駆け込み
需要の反動や消費マインドの低下などの影響を受け、新築
住宅着工戸数は前年度に比べ減少いたしました。エレクト
ロニクス産業につきましては、スマートフォンやタブレッ
ト端末を中心とする情報通信端末分野の市場は、引き続き
成長が継続しておりますが、薄型テレビやパソコンの需要
は個人消費の低迷などを背景に低調に推移いたしました。
　このような環境の下、当連結会計年度の売上高は695億6
千万円（前連結会計年度比3.6％減）となり、営業利益は22
億8百万円（同5.4％減）、経常利益は25億8千3百万円（同
5.0％減）、当期純利益は12億4千9百万円（同22.2％減）とな
りました。
　今後の経済見通しにつきましては、政府の積極的な経済
対策などを背景に雇用・所得情勢が改善され、個人消費に
持ち直しの動きが見られるなど、緩やかな回復基調で推移
していくものと思われます。しかしながら、新興国の経済
成長の鈍化や米国の利上げによる景気減速の懸念など、引
き続き先行き不透明な状況が続くものと思われます。
　当社グループといたしましては、かねてよりプラスチッ
ク用コーティング材の日・米・欧・アジアにおけるグロー
バルサプライネットワークである「藤倉化成グローバル
ネットワーク」の構築を推進しており、タイや中国に続き、

代表取締役社長

加藤　大輔
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売 上 高 （百万円） 51,525 22,468 53,869 20,586 72,166 20,071 69,560 19,018
営業利益又は営業損失（△）（百万円） 1,851 1,273 1,402 480 2,335 12 2,208 △177
経 常 利 益 （百万円） 1,784 1,406 1,616 608 2,719 259 2,583 765
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失（ △ ）（百万円） 993 765 1,589 △193 1,606 135 1,249 695

自 己 資 本 利 益 率（ROE）（％） 4.4 4.0 6.8 △1.0 6.3 0.7 4.5 3.6
総資産事業利益率（ROA）（％） 4.5 4.9 3.3 2.2 5.0 0.7 4.4 2.6
1株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）（EPS）（円） 30.39 23.43 48.63 △5.93 49.14 4.13 38.23 21.28
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　プラスチック用コーティング材（『レ
クラック』・『フジハード』など）を取
扱うコーティング部門におきましては、
国内では、主力の自動車分野において、
消費増税による販売台数の減少や塗装
部品の少ない軽自動車や小型車の販売
が拡大したことなどにより需要が減少
いたしました。海外においては、北米
における自動車販売が順調に推移した
ことなどから需要が増加し、米国子会
社レッドスポット社の業績が好調に推
移いたしました。

　子会社藤光樹脂株式会社などが取扱
うアクリル樹脂の原材料・加工品の販
売におきましては、前期において販売
が好調に推移しておりましたLED液晶
テレビ向け関連製品の需要が、技術革
新や市場環境の変化に伴って減退する
など、売上高は減少いたしました。

合成樹脂事業 連結売上高	 258	億9百万円	 （前連結会計年度比13.2%減）

高機能光学材料分野、工業用
銘板分野、産業資材分野
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コーティング事業 連結売上高	 238	億4千万円	 （前連結会計年度比14.1%増）

　建築用塗料部門におきましては、昨年
4月に実施された消費税率引き上げ前の
駆け込み需要による反動などから、新築
向け市場・リフォーム向け市場とも需要
が減少し、売上高は前年を下回りました。

　導電性ペースト材（『ドータイト』
など）を取扱う電子材料部門におきま
しては、主要な原材料である銀の建値
が低水準で推移したことに加え、電子
部品の小型化や工法変更の影響によっ
て需要が減少するなど、売上高は低調
に推移いたしました。

自動車内装分野、自動車外装
分野、自動車電装部品分野、
容器関連分野、携帯電話分野、
家電分野、ホビー分野、農業
資材分野

建築用塗料事業

電子材料事業

連結売上高	 124	億5千1百万円	（前連結会計年度比9.3%減）

連結売上高	 37	億9百万円	 （前連結会計年度比10.1%減）

外装建材分野、内装建材分野、
エクステリア材分野、住宅設
備分野

通信機器分野、表示体分野、
家電分野、車載用電子機器分野、
ＯＡ機器分野
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売上高　	 ■連結　■単体
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化成品事業

　トナー用樹脂などを取扱う化成品部
門におきましては、トナー用レジンは
製品価格が下落傾向で推移したものの、
主力ユーザー向けにおいて電荷制御剤
が好調に推移し、売上高は前年を上回
りました。

連結売上高	 22	億6千3百万円	（前連結会計年度比1.8%増）

トナー用樹脂分野、電荷制御
剤分野
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売上高　	 ■連結　■単体

　樹脂ベースなどを取扱う機能材料部
門におきましては、粘着剤の新製品な
どが順調に推移いたしましたが、メ
ディカル材料分野における海外での需
要が低迷したことなどにより、売上高
は前年並みとなりました。

機能材料事業 連結売上高	 16	億1千6百万円	（前連結会計年度比0.5%減）

粘・接着剤分野、ディスプレ
イデバイス分野、メディカル
分野、電子部品関連分野
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（単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書
当連結会計年度（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

連結貸借対照表（要旨）

科　　　　　　　目 当連結会計年度
（平成27年３月31日現在）

前連結会計年度
（平成26年３月31日現在）

資 産 の 部
流 動 資 産 32,515 30,201
現 金 及 び 預 金 10,623 9,867
受取手形及び売掛金 14,156 13,060
商 品 及 び 製 品 3,878 3,628
仕 掛 品 113 57
原材料及び貯蔵品 2,163 1,996
繰 延 税 金 資 産 459 558
そ の 他 1,248 1,182
貸 倒 引 当 金 △ 124 △ 147

固 定 資 産 20,390 19,948
有 形 固 定 資 産 13,346 13,017
建物及び構築物 4,992 4,927
機械装置及び運搬具 2,962 2,506
工具、器具及び備品 687 669
土 地 4,472 4,399
リ ー ス 資 産 96 106
建 設 仮 勘 定 136 409

無 形 固 定 資 産 2,322 1,939
ソ フ ト ウ エ ア 793 976
の れ ん 121 －
そ の 他 1,408 963

投資その他の資産 4,722 4,993
投 資 有 価 証 券 2,380 2,116
長 期 貸 付 金 57 62
繰 延 税 金 資 産 300 857
そ の 他 2,017 2,101
貸 倒 引 当 金 △ 33 △ 143

資 産 合 計 52,905 50,150

科　　　　　　　目 当連結会計年度
（平成27年３月31日現在）

前連結会計年度
（平成26年３月31日現在）

負 債 の 部
流 動 負 債 15,775 15,545

支払手形及び買掛金 8,241 8,350
短 期 借 入 金 4,018 3,759
1年内償還予定の社債 500 500
未 払 法 人 税 等 145 445
未 払 費 用 983 991
賞 与 引 当 金 724 666
リ ー ス 債 務 43 41
そ の 他 1,121 792

固 定 負 債 5,199 5,322
社 債 1,500 2,000
長 期 借 入 金 － 43
繰 延 税 金 負 債 26 127
退職給付に係る負債 2,687 2,333
長 期 未 払 金 280 280
リ ー ス 債 務 85 69
そ の 他 622 471

負 債 合 計 20,975 20,867
純 資 産 の 部
株 主 資 本 26,560 25,658
資 本 金 5,352 5,352
資 本 剰 余 金 5,040 5,040
利 益 剰 余 金 16,193 15,291
自 己 株 式 △ 25 △ 25

その他の包括利益累計額 2,153 1,279
その他有価証券評価差額金 539 391
為替換算調整勘定 2,569 1,454
退職給付に係る調整累計額 △ 955 △ 566

少 数 株 主 持 分 3,216 2,345
純 資 産 合 計 31,930 29,283
負 債 純 資 産 合 計 52,905 50,150

連結損益計算書（要旨） 当連結会計年度
平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで

前連結会計年度
平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで科　　　　　　　目

売 上 高 69,560 72,166
売 上 原 価 53,267 56,317
売 上 総 利 益 16,293 15,849
販売費及び一般管理費 14,085 13,513
営 業 利 益 2,208 2,335
営 業 外 収 益 511 534
営 業 外 費 用 136 150
経 常 利 益 2,583 2,719
特 別 利 益 140 166
特 別 損 失 41 209
税金等調整前当期純利益 2,682 2,676
法人税、住民税及び事業税 544 738
法 人 税 等 調 整 額 537 118
少数株主損益調整前当期純利益 1,601 1,820
少 数 株 主 利 益 351 214
当 期 純 利 益 1,249 1,606

（単位：百万円）

（ ）（ ）
連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）	 当連結会計年度

平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで

前連結会計年度
平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで科　　　　　　　目

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,762 2,732

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,330 △ 2,348

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,186 △ 261

現金及び現金同等物に係る換算差額 405 354

現金及び現金同等物の増減額 651 478

現金及び現金同等物の期首残高 8,834 8,105

連結の範囲の変更に伴う現金
及び現金同等物の増減額 － 251

現金及び現金同等物の期末残高 9,484 8,834

（単位：百万円）

（

株主資本 その他の包括利益累計額
少数株主
持分

純資産
合　計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合　計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 5,352 5,040 15,291 △� 25 25,658 391 1,454 △� 566 1,279 2,345 29,283
会計方針の変更による
累積的影響額 110 110 － 110

会計方針の変更を反映した
当期首残高 5,352 5,040 15,401 △� 25 25,768 391 1,454 △� 566 1,279 2,345 29,393

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △	 458 △	 458 － △	 458
当期純利益 1,249 1,249 － 1,249
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） － 148 1,115 △	 389 874 871 1,745

連結会計年度中の変動額合計 － － 792 － 792 148 1,115 △� 389 874 871 2,537
当期末残高 5,352 5,040 16,193 △� 25 26,560 539 2,569 △� 955 2,153 3,216 31,930

（） ）

Financial D
ata

連
結
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株式の状況 （平成27年３月31日現在）

発行可能株式総数 84,000,000株

発行済株式の総数 32,716,878株

株主数 5,040人

役 　 員	（平成27年６月26日現在）
（代表取締役） 取締役社長 加　藤　大　輔

常務取締役 上　田　彦　二
常務取締役 下　田　善　三
取 締 役 梶　原　　　久
取 締 役 渡　邉　博　明
取 締 役 髙　野　雅　広
取 締 役 渡　邉　　　聡
取締役相談役 長谷川　嘉　昭

（社外） 取 締 役 大　橋　一　彦
（社外） 取 締 役 田　中　　　治

常勤監査役 西　須　祐　三
（社外） 監 査 役 中　　　光　好
（社外） 監 査 役 渡　邉　　　孝

Corporate Data & Stock Information 会社概要・株式の状況
会 社 概 要（平成27年３月31日現在）
設 立 昭和13年９月22日

資 本 金 5,352,120,526円

従 業 員 数 398人

事 業 所
本 店 所 在 地 〒174‒0046	 東京都板橋区蓮根三丁目20番７号

本 社 事 務 所 〒105‒0011	 東京都港区芝公園二丁目６番15号
	 TEL	03‒3436‒1101

佐 野 事 業 所 〒327‒0816	 栃木県佐野市栄町12番１号
	 TEL	0283‒23‒1881

鷲 宮 事 業 所 〒340‒0203	 埼玉県久喜市桜田五丁目13番１号
	 TEL	0480‒57‒1155

名 古 屋 営 業 所 〒476‒0002	 愛知県東海市名和町三番割中３番
	 TEL	052‒601‒0551

久喜物流センター 〒349‒1125	 埼玉県久喜市高柳1205
	 TEL	0480‒48‒5421

（単位：百万円）（単位：百万円）

単体株主資本等変動計算書
当事業年度（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで） （単位：百万円）

単体貸借対照表（要旨）

科　　　　　　　目
当期（第104期）
（平成27年３月31日現在）

資 産 の 部
流 動 資 産 11,984
固 定 資 産 15,732
有 形 固 定 資 産 7,416
無 形 固 定 資 産 594
投 資 そ の 他 の 資 産 7,721

資 産 合 計 27,717
負 債 の 部
流 動 負 債 4,778
固 定 負 債 3,616
負 債 合 計 8,395
純 資 産 の 部
株 主 資 本 18,788
資 本 金 5,352
資 本 剰 余 金 5,040
利 益 剰 余 金 8,421
自 己 株 式 △ 24
評 価 ・ 換 算 差 額 等 533
その他有価証券評価差額金 533
純 資 産 合 計 19,321
負 債 純 資 産 合 計 27,717

単体損益計算書（要旨）

科　　　　　　　目
当期（第104期）
平成26年4月1日から
平成27年3月31日まで

売 上 高 19,018
売 上 原 価 13,429
売 上 総 利 益 5,588
販売費及び一般管理費 5,765
営 業 損 失	（△） △ 177
営 業 外 収 益 997
営 業 外 費 用 54
経 常 利 益 765
税 引 前 当 期 純 利 益 765
法人税、住民税及び事業税 40
法 人 税 等 調 整 額 29
当 期 純 利 益 695

（ ）

株主資本 評価･換算差額等

純資産
合　計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等
合　計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 5,352 5,039 0 5,040 237 474 7,361 8,072 △	 24 18,440 389 389 18,829
会計方針の変更による
累積的影響額 － 110 110 110 － 110

会計方針の変更を
反映した当期首残高 5,352 5,039 0 5,040 237 474 7,471 8,182 △	 24 18,550 389 389 18,939

当期変動額
剰余金の配当 － △� 457 △� 457 △� 457 － △� 457
当期純利益 － 695 695 695 － 695
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） － － － 143 143 143

当期変動額合計 － － － － － － 238 238 － 238 143 143 381
当期末残高 5,352 5,039 0 5,040 237 474 7,710 8,421 △	 24 18,788 533 533 19,321

Financial D
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■連結対象子会社（平成27年３月31日現在）

【国内】

フジケミ東京株式会社 〒103-0012 東京都中央区日本橋堀留町一丁目2番10号

フジケミ近畿株式会社 〒530-0043 大阪府大阪市北区天満一丁目3番21号

フジケミカル株式会社 〒810-0076 福岡県福岡市中央区荒津二丁目3番10号

藤光樹脂株式会社 〒104-0045 東京都中央区築地一丁目13番14号

【海外】

フジクラカセイ（タイランド）カンパニー	リミテッド Fujikura	Kasei	(Thailand)	Co.,	Ltd.

藤倉化成塗料（天津）有限公司 Fujikura	Kasei	Coating	(Tianjin)	Co.,	Ltd.

藤倉化成（佛山）塗料有限公司 Fujikura	Kasei	(Foshan)	Coating	Co.,	Ltd.

上海藤倉化成塗料有限公司 Shanghai	Fujikura	Kasei	Coating	Co.,	Ltd.

上海藤光塑料有限公司 Shanghai	Tohkoh	Plastics	Co.,	Ltd.

香港藤光有限公司 Hong	Kong	Tohkoh	Co.,	Ltd.

レッドスポット社 《米国》 Red	Spot	Paint	&	Varnish	Co.,	Inc.

フジケム	ソネボーン社 《英国》 Fujichem	Sonneborn	Ltd


